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＜論 文＞ 
 
DV被害者支援における二次加害とDVの類似性 
 
 
野 坂 洋 子 
 
【抄録】 本研究は、ドメスティック・バイオレンス（以下、DVとする。）とDV被害者支援現場
にて発生している二次加害の類似性について整理することにより、二次加害防止に向けた方策を考
察することを目的とする。DV被害者支援現場では、支援者が二次加害行動をして被害者にダメー
ジを与え、支援を受ける動機付けを低下させる現象が発生しており、この防止策構築は喫緊の課題
といえる。二次加害防止策構築の一環として、DVと二次加害の類似性に焦点を当てて分析・考察
を行った結果、DVと二次加害には発生の仕組みと加害内容に類似性がみられた。この類似性が影
響することにより、二次加害が発生するとDV被害者支援現場において支援者が被害者により深刻
なダメージを及ぼすことにつながったり、被害者のアクセシビリティーを低下させる要因になり得
ると考えられる。また、二次加害防止策の中でも支援者レベルの方策として、スーパービジョンの
有効性も提言した。 
【キーワード】 DV  二次加害  支援者  スーパービジョン 
 
１．はじめに 
 
【本研究の背景・目的】 
 「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律」（以下、DV防止法とする。）が制定
され、10年以上が経過したが、日本におけるDV相談件数は増加し続けている（内閣府2013）。これ
は、DVへの社会的認知が高まり、被害者支援のアクセシビリティーが高まったことによると考え
る。その一方でDV担当の支援者が二次加害行動をして、被害者にダメージを与え、支援を受ける
動機付けを低下させる現象が相談機関で発生している。例えば、「どうしてもっと早く逃げなかっ
たの？」、「どうしてそんな男と一緒になったのか？」と被害者のこれまでの生活を否認する言動を
する、精神疾患を理由に保護施設への受け入れ拒否などがある。 
 支援者の対応から発生する問題として「二次加害」については、国内では1992年の調査研究1
）
で
明らかにされた。それ以降、二次加害は支援者個人と被害者との関係というミクロレベルの影響に
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よる問題と捉えられ、支援者個人の責任が問われていた。これにより支援者個人の問題として扱わ
れ、放置される結果をもたらした。 
 海外の支援者を取り巻く現状としては、アメリカを例にあげると、1970年代より二次加害現象
が問題視され、支援内容の質の向上や研修体制の充実等が強調され続けてきた2
）
。この状況が継続
している一方で、支援者自身が支援プロセスの中で二次トラウマを受け、バーンアウトするといっ
た現象も発生し続けている3
）
。  
 論者は、この支援者の二次加害現象に注目し、現場支援者を対象としたヒアリング調査（2006
年）を実施し、二次加害は実は被害者レベルを含む制度政策レベルまでの 6 層の相互作用により発
生している現象であることを明らかにした。この結果をふまえ、DV被害者支援の課題としてミク
ロからマクロまでの 6 層にわたる支援者への二次加害防止策の構築が急がれることを提示した。ま
た、二次加害的言動の内容は「パワーとコントロールの車輪」にある非身体的暴力の種類と類似し
ていることが分かってきたが、十分な精査と具体的な二次加害防止策の提言には至らなかった。
よって本論では2006年に実施した調査結果と文献レビューを基に、DVと二次加害の類似性につい
て改めて整理することにより、二次加害防止に向けた方策を考察することを目的とする。これによ
り、支援者がさらなる加害者になることの防止策構築の一助とする。 
 なお、これまでのDVに関する先行研究では、二次加害を「二次被害」や「二次的被害」と表記
している。しかし論者は、この問題現象を発生させていると考えられる主体の「支援する側」に焦
点を当てて論を進めるため、「二次加害」と表記する。 
 
２．ＤＶ被害者支援における二次加害の先行研究 
 
 日本で二次加害が公に問題提起されたのは、初めてDV被害者を対象に1992年に行われた「夫
（恋人）からの暴力」調査研究会による調査であった。「夫（恋人）からの暴力」調査研究会
（2002）は、男性相談員に「『夫が暴力をふるうのはあなたのせいだ。女の人は男の人のいう通り、
我慢していれば殴られることもない』と言われショックだった。」という回答を例にあげ、「女性の
側を非難しがまんを強いる相談員の対応が 2 次被害を生じさせている。」と指摘していた4）。2003年
には二次加害に焦点を当てた調査が栃木県にて行われた。その際の二次加害の定義は、「DVの被害
者たちが、相談を求めてきたときに適切な援助が得られなかったり、発せられた言葉によって傷つ
けられるというような被害」とした5
）
。また、板垣（2001）は性暴力被害に焦点を当てた上で二次
加害を「被害後に警察、裁判関係者や医療従事者、家族、友人の誤った対応によってさらに身体
的・精神的・社会的に傷つくこと」と、定義付けている6
）
。栃木県の取り組みと板垣（2001）に共
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通して見られるのは、二次加害の加害者は、支援に関わる専門職者から、家族、友人などにまで広
範囲にわたっている。一方、友田（2004）は看護の視点から二次加害について「職務関係者（医
師、助産師、保健師など）が、DVに対する基本的な理解を欠いていたり、偏見をもっていること
によって被害者をさらに傷つけてしまうこと」であると定義付けている7
）
。また、尾崎（2005）は
「二次被害とは、何らかの被害を経験した後に、再び被害を受けること」とし、特にDVの場合は
「夫や恋人から様々な暴力を受けたサバイバーが、助けを求めたときに、支援者や支援団体から、
支援ならず、再び被害を受けること」としている8
）
。 
 二次加害が「二次」と表記される点について、矢野（2007）は、二次加害を「被害者の資質や
独立した言動による不快や被害であり、DV 被害とはなんら関連しないもの」と結論付け、二次で
はなく独立した現象であると述べている9
）
。 
 そして、マージョリー・D・フィールス（2003）は日本の二次加害の現状をふまえ、DVに関す
る米国での過去の経験は、現在の日本の状況と非常によく似ていると述べている10
）
。アメリカでは
日本よりも20年ほど前より二次加害現象が問題視され、支援内容の質の向上や研修体制の充実等
が強調され続けている。各州にはDV被害者支援機関が設置され、その中には二次加害防止につな
がり得る支援マニュアルの作成等、支援の質の向上に取り組んでいる機関も存在しているが、二次
加害防止には至っていない。その意味では、今回の研究は、この状況が継続しないように防止する
策を模索することが重要な研究となる。 
 2003年に初めて二次加害に焦点を当てた調査が実施され、2004年には厚生労働省によって二次
加害の防止が謳われるようになり11
）
12
）
、各都道府県レベルで二次加害について言及されることと
なった13
）
。しかし具体的な二次加害防止策として提言されているのは、支援者の研修参加にとど
まっている。尾崎（2005）は、アメリカでのDV被害者支援経験をふまえ、二次加害の減少に向け
てスーパービジョン体制を稼働させることが有効な方策の一つであると述べている14
）
が、その具
体的な稼動方法については触れられていない。 
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３．研究結果 
 
【調査】 
○調査対象： 
 本調査の調査対象は、DV防止法諸施設1において、DV被害者が支援を求めてきた際（初期の段
階2）に支援に携わる支援者3とし、公的組織と民間組織、そしてその中間的な機能を持つ組織に勤
務する者とした。 
 
○調査手法： 
 インタビュー調査時間は 1 時間から 1 時間半を予定し、インタビュー内容は回答者の了承のもと、
ICレコーダーでの録音を行った。 
 調査道具は、インタビューガイド、調査同意書、筆記用具、ICレコーダーの他に基本属性シート、
場面シート、記録シートを用いた。基本属性シートはインタビューイーの基本情報（氏名、年齢
等）の他に、所属機関や過去の所属機関とその職種名、各機関での勤続年数、またその職種に就い
てからの通算年数を問う内容とした。これは、DV担当支援者は非常勤であることが多く、いくつ
もの相談機関に同時に勤めていることも少なくないためである。また、業務内容は同じでも組織に
よって職種名が異なっているため、職種名とその業務内容にも注意を払った。 
 場面シートとは、インタビューイーに「支援できたと実感した状況」をより明確に思い出し、
語ってもらう手助けとなるよう、必要に応じて各状況を図示してもらったり、メモしてもらうため
の用紙である。 
 記録シートとは、調査者が聞き取った内容について記入していくものである。記入内容は、支援
内容とその際のDV被害者の様子、そして支援を培ってきたものの 3 点である。 
 調査中は主にインタビューガイド、場面シート、記録シートを用いる。特に、場面シートと記録
シートは調査者とインタビューイーで常に共有しつつ調査を進める。これは、インタビューイーが
話した内容と調査者が記録した内容に間違いがないかを視覚的に確認しつつ調査を進めると共に、
                                                                
1
 DV防止法諸施設とは、DV防止法にて規定されている婦人保護施設（第 5 条）、配偶者暴力相談支援セン
ター（第 3 条）（公的専門窓口として、婦人相談所などがこの機能を持つ。）、配偶者暴力相談支援センター
から委託を受けて支援を行う民間一次避難所（シェルター）、母子生活支援施設、女性センターなどをさす。 
2
 初期の段階とは、DV被害者が電話相談や相談窓口に何らかの支援（「話を聞いてほしい」、「逃げたいので情
報が欲しい」等。）を求めてきた時と、警察や医療機関、女性センターなどを経てシェルターや保護施設に
一時入所となった期間（おおよそ 2 週間）を指す。 
3
 支援者とは、DV被害者支援において相談業務も行っている者であって、二次加害の認識がある者とした。 
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話が前後した際にも各シートに表記されている内容が視覚的な手助けになると考えたためである。 
 なお、本調査は以上の調査内容をふまえ、ルーテル学院大学研究倫理委員会に申請し、承認を得
たものである。 
 
○分析方法： 
 まず、データの中から二次加害現象について述べられている箇所を抽出し、質的内容データ分析
法にて分析を行った。その際、「パワーとコントロールの車輪（図 1 ）」にあげられている暴力の内
容を援用した。用いた項目は、「孤立させる（社会的隔離）」、「過小評価・否認・責任転嫁」「特権
を振りかざす」、「強要」、「子どもを利用しての暴力」、「経済的暴力」、「心理的・言葉による暴力」
の 7 項目である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図１ パワーとコントロールの車輪4 
「夫（恋人）からの暴力」調査研究会（2002）『新版ドメスティック・バイオレンス 実態・DV
法解説・ビジョン』p17，有斐閣，． 
 
○結果： 
①調査対象者の属性）10名に依頼し、最終的に 3 名の専門家より調査協力を得た。 3 名の基本属性
                                                                
4
 ミネソタ州ドゥールス市のドメスティック・バイオレンス介入プロジェクト作成のものをもとに、「夫（恋
人）からの暴力調査研究会」が加筆修正したもの。ここで言う「パワー」とは、男性の持つ「力（社会的な
影響力）、経済力、体力」などを指し、「コントロール」は、「支配（男性による女性支配）」を指す。このパ
ワーとコントロールが軸となって車輪全体を支え、動かしていることを意味する。 
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は、以下の通りである。 
 a ）約 6 年間公的相談機関に所属していた経歴を持ち、調査実施当時、DV被害者支援を行う
NPO団体に所属しつつ、独立型のソーシャルワーカーとして被害者の同行支援や相談支援活
動をしている。 
 b ）公的機関でありながらも、民間組織のような柔軟な支援も行い、地域に密着した婦人保護
施設に約 6 年間勤務している。 
 c ）DV被害者支援を行うNPO団体に所属しつつ、個別のニーズに可能な限り応えることを実践
している民間シェルターに約 3 年間勤務している。 
 インタビュー調査の時間はそれぞれ 1 時間57分、 1 時間12分、 1 時間38分の計 4 時間47分であっ
た。 
 
②分析結果）セグメント化した135データの中から二次加害現象について述べられている46データ
に焦点を当てて、ストーリー化を行った。その結果、「孤立させる（社会的隔離）」、「過小評価・否
認・責任転嫁」「特権を振りかざす」、「強要」、「子どもを利用しての暴力」、「経済的暴力」、「心理
的・言葉による暴力」の 7 項目に分類した。 
 二次加害的言動の内容を取り上げると、「パワーとコントロールの車輪」にある非身体的暴力の
種類と類似していることが分かってきた。（表 1 ）つまり、DVを「一次加害」とした時、一時加害
と二次加害の類似性が高いことが、表 1 から明らかとなった。また、二次加害で、「パワー（力）」
に相当するのは、支援者のもつ影響力、組織力であり、「コントロール（支配）」に相当するのは、
「支援をする側、される側」という関係性に基づいた、支援者による被害者の支配と考える。二次
加害は、このパワーとコントロールを軸に発生していると考える。 
 以上により、二次加害の内容とDVの内容には、発生の仕組みから加害内容までに類似性がみら
れた。 
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表１ ＤＶの種類と二次加害内容の比較 
 
 
【文献レビュー】 
○方法： 
 文献レビューについては、DV被害者支援に関する法令及び関連文献やすでに公表されている統
計データ等を用いるなどによるものであり、先行研究と自説を峻別し、文献やデータの出典等を明
示するなど研究倫理を遵守した。 
 
○結果： 
 二次加害対策については、やはり研修制度の充実を提言するものが多いが、研修内容の具体的な
内容について触れられているものがなかった。研修制度の充実以外の対策としては、国外での実践
例を基にしたものではあったが、スーパービジョンの実施があげられていた。 
 
４．考察 
 
 分析結果からDVと類似性の高い二次加害は、被害者にさらなるダメージを与えるだけではなく、
DV防止法制定がもたらした被害者の支援施設へのアクセシビリティーを低下させかねないと考え
られる。よってここでは、調査の分析結果と文献レビュー結果をふまえ、考察を行った。 
 「外界との交流を規制する」、「携帯電話などの連絡手段を管理する」とは、DV被害者支援施設
DVの種類 二次加害の内容
孤立させる（社会的隔離） ・ 外界との交流を規制する
・ 携帯電話などの連絡手段を管理する 
・ 常に 1 対 1 の関係のみに重点を置く 
過小評価・否認・責任転嫁 ・ 「加害者と切り離せば安全」という対応をする 
・ DVであると信じない 
・ DVの原因を被害者のせいにする 
特権を振りかざす ・ 支援内容をコントロールする
・ 「支援してあげている」という態度で被害者に接する 
強要 ・ 組織規定や制度規定に当てはめさせる
子どもを利用しての暴力 ・ 子どもの存在を負担に感じさせる対応をする 
経済的暴力 ・ シェルター内で使える金額を明確にしない 
心理的・言葉による暴力 ・ 母親役割を押し付ける
・ 過去の離婚経験を責める 
・ 差別的発言をする 
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が保護の観点を第一優先にしなければならないというメゾレベル・マクロレベルの影響が強いと考
えられる。DV被害者支援施設は、加害者の執拗な追跡から被害者本人や他の施設利用者、そして
職員の安全を守ることが不可欠であるため、施設のルールを徹底し、外界との関わりを一時的にで
も断つよう被害者に伝えた結果、被害者にしてみると「自由を奪われた」と感じてしまうと考える。
このため、緊急一時保護施設や婦人保護施設、母子生活支援施設等の短期・長期入所施設では特に、
入所時に丁寧なオリエンテーションは不可欠であり、入所後も引き続き単にルールを押し付けてし
まうことの無いように利用者へ配慮し続けることが重要と言える。 
 同様にメゾレベル・マクロレベルの影響があって発生しているものに、「組織規定や制度規定に
当てはめさせる」がある。DV被害相談窓口を例にあげると、電話相談は初回のみで 2 回目以降は
来所相談に相談形態を切り替えないと、継続相談はできないというルールを持つ組織がある。確か
に直接会って相談面接を行うことによって、より詳細のアセスメントと効率的な支援展開に結びつ
くかもしれない。一方で、被害者に大きな負担を強いることにもなりかねないため、このルールが
果たしてDV被害者支援において誰のために存在しているのかを、組織として改めて検討する必要
があると考える。 
 また、DV防止法の規制対象は、配偶者間や、元配偶者間（婚姻の届出をしていないが事実上婚
姻関係と同様の事情にある者を含む）の暴力であり、暴力の範囲は、生命又は身体に危害を及ぼす
ものと、これに準ずる心身に有害な影響を及ぼす言動を総称して「身体に対する暴力等」としてい
る。加えて近年、恋人関係において発生している「デートDV」の増加・深刻化への指摘を受け、
2013年のDV防止法改正により「生活の本拠を共にする交際関係」における暴力も対象となった。
これらの規制内容からもわかるように、暴力の範囲は主に身体に対する暴力（一部心理的暴力も含
む）であり、デートDVにおいては同居が前提となっていることからDV防止法の規制対象は限定的
であると言える。この結果、被害者が助けを求めても支援に結びつかない状況が発生している。実
際に相談援助を行っている婦人相談員は、ストーカー規制法にてどうにか補いつつDV被害者支援
をしているという。やはり現行のDV防止法には課題があると言える。 
 一方、アメリカにおけるDVの定義は、各州や各法律等によって一様ではなく、支援運動のなか
で法改正を繰り返しながらその定義を広げてきている。現在、アメリカのDV法が規制対象として
いるのは、配偶者・前配偶者・同居人・前同居人・血姻族・子どものいる者同士等の身分関係にあ
る者への虐待行為を言い、虐待行為とは、おおむね身体的利益の侵害及びその未遂、脅迫、嫌がら
せ、ストーキング、性的暴行、子どもの略取誘拐、住居侵入としている。また、アメリカの被害者
支援現場では、大人または10代の若者がその配偶者や恋人等の親密な関係にある者に対して、身
体的、性的、心理的攻撃を含む暴力を繰り返し振るうことと定義され、対象が「親密な関係にある
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者」とされて法律よりも広く捉えられている。 
 以上より、わが国におけるDV防止法が「DVの発生防止」を目指す法律である以上、その規制対
象を見直す必要があると考える。そして、それまでの対策として、法の対象となっていない対象者
ないし暴力の範囲を補うためのメゾ・マクロレベルの方策検討も必要と言える。 
 
 他の二次加害の内容に目を向けると、支援者レベルの未熟さにより発生しているものも少なくな
いことがわかる。例えば、チームアプローチが重要と考えられる暴力被害者支援において、1対1
の関係に持ち込み一人の支援者が全てを抱え込んでしまうことの背景には、支援者自身が抱える課
題が大きいと考える。また、支援者自身の知識不足や、支援者自身の価値観を被害者に押し付ける
こと、そして支援者が「支援する側」として意図せずに持っているパワーのバランスが崩れた際に
も二次加害が発生していると考える。さらには、「DVであると信じない」、「子どもの存在を負担に
感じさせる」、「母親の役割を押し付ける」、「過去の離婚経験を責める」、「差別的発言をする」と
いったことの背景には、支援者自身が生まれ育ってきた環境の中で身についた価値観や慣習、地域
特性が影響していることも少なくない。古くより日本社会において夫婦喧嘩はあっても夫婦間の暴
力はないとされ、離婚は良くないこととされ、ステレオタイプ化された女性観や性役割が存在して
いるため、多くの人がこれらを当たり前と捉えて成長してきていると考える。しかし、一人の支援
者として、専門家としてDV被害者支援をするためには、「自分にはどのような価値観が備わってい
るのか」、「誤った知識や技術を用いて支援をしていないか」といった問いを常に持つ必要があると
考える。これらの問いについて整理する場として、尾崎（2007）が提唱するスーパービジョンが
有効と考える。スーパービジョンの教育的機能、管理的機能、支持的機能を駆使した助言・指導を
支援者が受けることもまた、二次加害防止に大きな効果をもたらすのではないだろうか。 
 
５．おわりに 
 
 本研究では、DVと二次加害の類似性について整理することにより、二次加害防止に向けた方策
について考察してきた。DVと二次加害には、発生の仕組みと加害内容に類似性がみられることか
ら、二次加害が発生すると、支援者が被害者に深刻なダメージを及ぼすことにつながったり、被害
者のアクセシビリティーを低下させ、支援に結びつきづらくさせる要因となり得ることが危惧され
る。そして分類された二次加害の内容を見てみると、支援者個人のミクロレベルを含むメゾレベ
ル・マクロレベルの影響要因があげられた。メゾレベル・マクロレベルの影響要因については組織
規定や法制度の改正となると時間を要してしまうことを想定しなくてはならないと言える。支援者
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レベルの影響要因に対しては、現状の支援体制の中でとれる方策として、スーパービジョンの有効
性を提言した。ただし現在のスーパービジョン体制は、存在はしているものの、十分に稼働してい
るとは言えない状況がほとんどである。よって、スーパービジョン体制の機能不全を修正し、その
体制の稼働を促進することが急務であり、その実現に向けた具体的な方策の提示が今後の課題と言
える。 
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